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パリ協定が採択された 1）。パリ協定は、その後 1 年を待たず、2016 年 11 月 4 日に要件を


































ても議論された 5）。その際に注目されたのが、第 2 回世界気候会議までに多くの先進国が






































　国連気候変動枠組条約が 1994 年 3 月に発効した後、1995 年 3 〜 4 月に開かれた COP1
では、国連気候変動枠組条約で定められた多くの事項について交渉が行われた。その最大













出量の数値目標を定め、先進国全体で京都議定書第一約束期間の 2008 〜 12 年に、1990











































た。2011 年にダーバンで開催された国連気候変動枠組条約第 17 回締約国会議（COP17）
では、京都議定書の第一約束期間の終了を約 1 年後に控え、全ての締約国が参加して
2015 年までに合意を目指す作業部会（ADP）を設置することに合意し、COP13 で国連気
候変動枠組条約の下で設置された AWG-LCA は終了することとなった 18）。また、COP/
MOP1で京都議定書の下で設置された AWG-KP は、京都議定書第一約束期間終了間際の
2012 年 11 〜 12 月にドーハで開催された京都議定書第 8 回締約国会合（CMP8）で、京都

















制対策を提示した約束草案を 2015 年 3 月までに提出するというワルシャワ合意が採択さ
れた 20）。2014 年にリマで開催された国連気候変動枠組条約第 20 回締約国会議（COP20）
では、約束草案に入れる情報を定めたリマ声明が合意され、各国の国内対策が国際社会に












　2015 年 12 月に開催された COP21 の前の段階で、作業部会がまとめたパリ協定案と関
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う体裁を整えようとしたが、京都議定書へのアメリカ国内の反発は強かった。
　2000 年の大統領選挙で対立候補のゴアよりも気候変動対策に消極的なブッシュが当選













































































された第 4 条 2（b）をよく読むと、附属書Ⅰ国の義務は、排出量安定化を目指す政策と
− 16−


















内容が交渉の中心的な課題となり、当時の EU 諸国が 8% 削減、アメリカが 7% 削減、日











ことができた発展途上国にとって、CDM は 2013 年以降も維持することが望ましい制度
となったのである 36）。他方、CDM プロジェクトの実施には地域的な偏りがあり、UNEP 
DTU CDM/JI Pipeline Analysis and Database によれば、全 CDM プロジェクト件数のう
ち、中国をホスト国とするものが 45.7%、インドが 23.7% であり、アフリカの 2.9% と大
きな開きが見られる。また、同データによると、一人当たりの排出削減量では、ラテンア




















先進国の 2013 年以降の枠組みを AWG-KP で、発展途上国やアメリカを含むすべての国々






　COP17 で気候変動枠組条約の下で ADP の設置が合意されると、アメリカを含むすべて
の国が対象となる交渉の場が整うこととなった。COP18/CMP8で京都議定書ドーハ改正










2013 年 4 月から 2015 年 9 月にかけて、米中は計 4 回共同声明を発表した。両国が共同声
明で自国の目標を発表し、その後、その目標を中心とした約束草案を、アメリカが 2015





























　米中は、2016 年 9 月にパリ協定を批准したことを発表した 46）。世界の排出量の約 38%
を占める米中がパリ協定を批准した。これにより、世界の排出量の 55% 以上の国々がパ
リ協定を批准するというパリ協定の発効要件の一つが達成される可能性が高まった。その
後、ドイツ、インドなどの批准を経て、パリ協定は 2016 年 11 月 4 日に発効した。なお、
日本は 2016 年 11 月 8 日に、国会でパリ協定が承認され、閣議決定を経て国連に批准書を
提出した 47）。当日は、モロッコで国連気候変動枠組条約第 22 回締約国会議（COP22）が





　2013 年以降の国際体制を協議するプロセスとして、当初とられていた 2 トラック・ア
プローチが解消され、交渉の舞台が ADP に一本化されたのは、COP18 以降である。これ






































COP19 では、INDCs（Intended Nationally Determined Contributions）50）を各国が提出
することを促し 51）、COP20 ではその具体的な方式を定めた 52）。これにより、ボトムアップ・
アプローチにより各国が温室効果排出削減政策を進める方向性が固まった。
　COP21 では、各国の目標の提出及びレビューのあり方が議論された。その結果、各国
が「国が決定する貢献（nationally determined contributions）」を作成し、5 年ごとに提
出することとなった（第 4 条）。また、先進国については、国が決定する貢献は数値目標
を含むものとし、発展途上国に対しては、国内努力を当初認めるが、将来的には数値目標
に移行するものとされ（第 4 条 4）、取り組みの継続的な強化に関しては、新たに提出さ
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れる国が決定する貢献は、従前の国が決定する貢献を超えた前進を示すという仕組みも導
入された（第 4 条 3）。提出された国が決定する貢献については、新たに設けられる透明
性メカニズム（第 13 条）のもとで情報が公開されることとなった。また、レビューのあ
り方については、グローバル・ストックテイクと呼ばれる世界全体の気候変動抑制対策の
進捗状況を確認する仕組みが新たに設けられ、2023 年に第 1 回の会合が開かれることと



















場が 5 年ごとに開催され、2 度目標を含めたパリ協定の目的の達成に向けた全体としての
進捗状況の評価を行うことになった。グローバル・ストックテイクの場では、気候変動に
関する政府間パネル（IPCC）の報告書に加え、国連環境計画が近年ほぼ毎年作成してい





















る 55）。2016 年 11 月に開催された COP22 では、これらの詳細ルールを 2018 年に開催され
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